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第１章　委託業務の概要

１　委託業務名

　　大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務

２　業務実施のねらい
（1） 研修メニューの厳選と柔軟な業務実施体制の構築（民間ノウハウの活用）

大阪府（以下「府」という。）組織戦略に沿った研修メニューを厳選しつつ、戦略・方針の見直しに応じ、柔軟でスピーディな業務実施体制の構築を目指し、民間ノウハウの導入・活用を図る。

（2） 業務運営の効率化（コストの削減等）

コストの削減を図るとともに、民間の提案による業務運営の効率化と業務実施コストの低減を実現する。

（3） 業務の質の維持・向上（サービスの評価を支払額に反映する手法の導入）

業務の継続的な管理・監督を行うモニタリングを通じた業務改善を実施するとともに、支払額に反映する事業・サービスの評価手法を導入し、業務の質の維持・向上を図る。

３　業務実施の目的と基本的な考え方

前項業務実施のねらいを達成するため、以下に基づいて業務を遂行すること。

（1） 基本的な考え方

府と受託事業者により、業務を効果的かつ効率的に処理するために、以下に示す基本的考え方をもとに実施する。

（ア）スムーズかつ安定的な業務の移行

現在実施中の委託体制からの移行にあたっては、契約締結から業務開始までの間に準備・引継ぎ期間を設けることにより、要員確保や体制構築をはじめとした業務引継ぎ、設計及び要員教育等を行うことを可能とし、業務のスムーズかつ安定的な実施を実現する。

（イ）民間のノウハウを活用した効率的な運営

効率的な運営手法や多様な教育ツール導入の検討など、民間ならではのノウハウを充分に活用する。また、委託成果はもとより、業務処理のプロセスにおいても受託事業者のノウハウを最大限に活用する。

（ウ）アウトカム達成を目指した業務の実施

受講者アンケート等の結果だけでなく、府職員として求められる能力の習得の進捗を可能な限り評価するなど、アウトプット（研修数、受講者数）だけでなく、アウトカム（職員の能力向上）を図る業務遂行を目指す。

（エ）情報セキュリティ対策の実施
業務の実施にあたっては、「個人情報保護法」及び府の定める「大阪府個人情報保護条例」を遵守し、個人情報や業務上の秘密の保護に留意し、業務を遂行する。

４　業務の基本的要件

受託事業者は、以下の基本的要件を満たした上で委託業務を実施する。委託業務の実施にあたっては、委託実施前と少なくとも同レベルで適切に遂行することとする。また、本仕様書(案)に記載のない細部の事項についても、業務の遂行に支障が出ないことを前提として、府と協議の上、受託事業者が実施するものとする。

　

（１）委託期間と全体スケジュール

（ア）委託期間

・平成30年4月1日から平成33年3月31日まで
※ただし、平成30年1月頃の契約締結後から平成30年3月31日までに、第２章１に記載の委託準備業務を完了すること。
（イ）全体スケジュール

・平成30年3月31日までに委託準備業務を完了
・平成30年4月1日より業務開始

業務開始日から平成33年3月31日までの間の運営
・平成33年3月31日以降、必要な業務報告等完了により業務終了

（ウ）業務委託準備スケジュール

以下のスケジュールを遵守し、計画的に業務を開始すること。
・平成30年3月31日までの間に関係要員への必要な研修等を終了すること。
・平成29年度までの受託事業者からの業務の引継ぎに必要な全ての準備を平成30年
3月31日までに完了すること。

・平成33年4月以降の受託事業者への引継ぎを行うこと。

（２）業務運営場所

大阪府職員研修センター（大阪市住之江区南港北１丁目14−16　咲洲庁舎31、32階及び41階）ほか
※平成29年８月現在、咲洲庁舎41階にある大阪府職員研修センター研修室は、平成30年６月末に咲洲庁舎31階及び32階に移転します。

※業務運営場所については、大手前庁舎（大阪市中央区大手前２丁目）等に変更となる場合があります。その際、受託事業者の準備品に係る移転費用は受託事業者が負担するものとし、予定外の費用が生じる場合は、府と受託事業者双方協議の上、決定するものとします。
（３）業務運営日・運営時間等
（ア）業務運営日

原則「大阪府の休日に関する条例」（平成元年大阪府条例第２号）に規定する府の休日を除く平日

・ただし、業務目的の効果的・効率的な達成を図る観点から例外的に上記に関わらず業務運営を委託する場合がある。その場合、受託事業者は要員の勤務日の振替え等により対応することとする。

・契約条件や費用について疑義等生じる場合は、府と受託事業者双方協議の上、決定するものとする。

（イ）業務運営時間

原則「大阪府の執務時間を定める規則」（平成４年大阪府規則第53号）に規定する府の執務時間
・上記時間帯の勤務に加え、府職員の勤務形態に合わせた柔軟な研修実施を可能とするよう、準備及び残務処理等を適宜実施すること。

・当面は上記時間の運営とするが、需要と費用対効果を見極めた上で、時間を拡充することがある。又、府職員の勤務時間変更があった場合は、短縮又は拡充することがある。さらに、府職員の自主的な学習への支援など時間外に任意参加の研修等を受託事業者が実施する場合、受託事業者は、フレックスタイムの導入など要員の勤務時間の柔軟化等により対応することとする。

・契約条件や費用について疑義等が生じる場合は、府と受託事業者双方協議の上、決定するものとする。

（ウ）法律及び大阪府条例等による契約内容、契約金額の変更

本業務について契約期間中に、法律並びに大阪府条例等の改正により、府所管業務から府以外の団体に移管された場合は、移管された団体に係る業務を本業務から除く可能性が生じる。

この場合、契約金額の減額について、別途提案を求める業務量変動への対応案により積算するものとする。

・前記における割合が50％以上の場合は、府と受託事業者双方協議の上、決定するものとする。

・副首都化の推進に伴い、職員数が大幅に増加する場合は、府と受託事業者双方協議の上、決定するものとする。

５　受託事業者と府の主な役割分担

受託事業者と府の主な役割分担について以下に記す。

図表　受託事業者と府の主な役割分担

	区　　分
	役割分担

	
	受託事業者
	府

	委託準備業務
	・業務設計・マニュアル作成業務
・業務実施体制構築・要員配置業務
・要員教育業務
・ファシリティ整備業務
　・業務遂行に必要な設備、什器類の準備、設備工事　

・業務遂行に必要な各種消耗品等の準備
・業務の引継ぎ管理・試行運用業務
	・業務設計・マニュアル作成

・業務体制構築・要員配置
・教育計画・教育資料の作成、教育の実施
・業務遂行に必要な全て（府が準備、提供するものを除く）を準備、運用保守

・必要に応じ設備工事

・スケジュールの作成、業務引継ぎ管理実施
・全体計画の策定、試行運用実施
	・業務設計・マニュアル作成の基となる資料等の提供

・受託事業者への協力

・一部什器類の準備、提供

・業務スペースの提供

・業務開始直後の必要な調整等受託事業者への協力



	委託業務
	・センター研修実施等業務

・庁内研修実施サポート業務

・施設等管理運営業務
	・業務の実施
	・コア業務（研修企画決定等の最終的な判断を行う（裁量判断を伴う）業務）に係るもの

	運営管理
	・各種管理統制
・課題の把握と改善策の立案、実行

・各種報告
	・事業計画の策定、実施、実績管理、リスク管理

・課題の把握、管理

・改善策の立案、実行

・業務実績、サービス水準達成状況等報告
	・受託事業者への協力




６　前提条件

その他以下の各条件を前提として、業務を遂行すること。

（1） 守秘義務及び資料等転用の禁止
業務を遂行する上で知り得た情報に対する守秘義務を遵守すること。この守秘義務は業務従事後も当該業務に従事していた全ての要員に遵守させること。

また、府が提供する一切のデータ、資料等をこの業務以外の目的で利用・複写及び複製をしてはならない。

（2） 本業務における指揮・命令等

業務における要員への指揮・命令・管理・監督及び指導・育成については、委託範囲の一環として受託事業者が責任を持って実施すること。

また、受託事業者は、業務遂行中において運用体制に障害等が発生した場合、もしくは様々な事故、災害などの緊急事態が発生した場合においても、業務の遂行に支障をきたすことがないよう十分な対応策、および緊急時対応体制を整えること。

（3） 信用失墜行為の禁止

受託事業者は、業務の実施にあたって、府の信用を失墜する行為を行ってはならない。
（4） 要員の身分の明確化

受託事業者は、受託事業者であるとともに、大阪府職員研修センターのスタッフであることも明示する名札を要員に着用させるものとする。これらに係る費用は受託事業者の負担とする。また、業務遂行に適した服装及び言葉遣いに心掛けること。

（5） 資料等の適正な保管

受託事業者は、府から提供を受けた業務に関する資料及び本仕様書(案)に基づく帳票類等については、府が指定した保管場所に保管する等、適正に管理すること。

第２章　委託準備業務・委託業務・運営管理
１　委託準備業務

業務を適切に行うため、以下の各種準備を行う。

	（ア）業務設計・マニュアル作成業務

	業務概要
	受託事業者は、業務内容を把握し、業務の遂行に必要な業務設計を適切に行うとともに、必要な全てのマニュアル等を作成する。

	業務要件
	・本仕様書(案)の各要件を踏まえるとともに、あらかじめ府が提供する業務内容の資料などの内容を充分に把握し、府職員に業務内容のヒアリングなど必要な調査を積極的に実施すること。また、その結果得られた業務の内容を受託事業者自ら十分把握した上で、業務実施に必要な全ての業務設計を適切に行うこと。
・受託事業者の業務設計において府が提供する資料。

· 平成29年度までの受託事業者提出資料（平成29年度提出資料で、府に帰属している資料もしくは第三者利用が可能な資料に限る）

· 研修実績（過去3カ年の研修実績）

· 庁内ウェブの閲覧による情報（業務遂行上必要となるサイトに限る）

· 各種規定等（職員研修規程など）

・上記資料については、受託事業者が業務設計を行う中で必要に応じ内容の改編を行うこと。また、その他庁外に提供する情報（府ホームページの閲覧等により入手可能なもの）は受託事業者で適宜把握すること。

・上記に加え、業務遂行に必要な各種個別業務マニュアルを作成すること。以下、個別業務マニュアルの一例を記す。

· 基本マニュアル

· 基本情報（府に関する基本情報、業務に関する基本情報、品質管理目標、運営体制、職務定義、1日の流れ、個人情報の保護、セキュリティポリシー等）

· 施設及び設備に関する運用管理ルールと業務手順

· 　 個別業務のマニュアル

· 受託事業者と府の役割分担、受託事業者の業務手順等を業務サイクルにあわせて細分化して明示

· 運営管理マニュアル

· 実施体制に関するルール、業務手順、必要要員算出ルール、要員体制案（季節変動要因や突発的な処理量の増加に対応するためのシフト体制含む）、研修計画等

· 委託業務の自己点検に関するルールと業務手順（実施体制、実施範囲、結果報告等）

· 内部監査に関するルールと業務手順（監査体制、監査業務範囲、監査報告）

· 危機管理マニュアル

· 危機管理・緊急対応業務に関する運用管理ルールと業務手順（緊急対応業務に関するシフト体制等）

· 運用上のトラブルなど問題発生時の運用管理ルールと業務手順

· その他必要に応じ適宜マニュアルを作成すること。

・作成した業務マニュアルは作成後、府へ提出し、承認を得ること。

・業務遂行上、制度改正や業務内容変更が生じた場合は、府と協議を行った上で毎年度業務設計・業務マニュアルを見直し、改訂を行い、府へ提出すること。

・業務遂行上、府との連携をとる上で必要となる各種様式類については、府と協議の上で適宜作成すること。


	（イ）業務実施体制構築・要員配置業務

	業務概要
	受託事業者は、業務を遂行するための適切な体制の構築及び要員の配置を行う。

	業務要件
	・本仕様書(案)で定める業務委託範囲での業務の遂行にあたっては、総括責任者及びその他のスタッフを含めた適切な役割の要員を適正数配置し、実施すること。

なお、本業務試行運用実施以後、最低限２人の要員は、本契約期間中、継続的に雇用される者とし、業務運営場所に必ず常駐しなければならない（以下「常駐スタッフ」という。）。
・本仕様書(案)で定めのない業務への対応が発生した場合は、府職員への引継ぎを行うものとし、対応へのルール、手順等について適切に定めること。

・業務の遂行にあたっては、以下の業務内容を実施可能な要員にて実施すること。

· 総括責任者

業務の総括責任者を配置すること。総括責任者の主な業務内容を以下に記す。

· 委託業務のマネジメント全般（人員計画、目標設定等の事業計画の立案、業務運営管理等）

· 業務の進捗状況を把握し、定期的に実績管理・分析を実施

· 各種府への提出物の作成責任者として府への提出・報告事項を統括（個別の研修ごとの提出・報告、四半期ごとの報告、半年ごとのモニタリングに関する自己評価、サービス水準達成状況、課題とその改善方法等）

· 業務改善推進に関する業務（業務フロー等の再点検、業務改善策の検討）

サービス水準の維持、向上（受講者アンケート調査や自己点検等を総合的に評価したサービスのレベル管理等）

· 各種調整業務（問題点の協議、解決等）

· 業務に必要な要員への研修計画の立案・実施

· 要員の人員調整（繁閑時における要員交代等）

· 業務開始に向けた準備（全体スケジュールの作成と実行管理）

· 業務上の各種周知、課題や注意事項の水平展開等

· 委託業務の情報セキュリティ等のリスク管理

· 要員への指示

· 要員の業務遂行に必要なスキルの習得

· その他のスタッフ

業務の実務担当者として担当業務に精通し、的確な処理が行える能力を有する要員をその他のスタッフとして配置すること。

・業務の安定的な運営及び業務ノウハウの蓄積のため、スタッフ定着度の向上に努めること。

・業務量の変動に応じ、適切な専門的能力を有する要員を適宜配置し、効率的な運営が可能な体制を整えること。

・一部交通機関などの遅延及び病気などの事由により、突発的に常駐スタッフが出勤できない場合においても、可能な限り業務に支障をきたすことなく運用するしくみを構築すること。


	（ウ）要員教育業務

	業務概要
	受託事業者は、要員に業務を遂行する能力を習得させるため、教育計画及び教育資料を作成し、要員の教育を行う。

	業務要件
	・業務を適切に遂行できる要員の教育を行うための教育体制を確保すること。

・教育計画（カリキュラム）・教育資料を作成・調製し、これらを使用して要員教育を行うこと。

・初期の教育については、少なくとも次の内容を満たした教育を実施し、各業務を的確に遂行できる能力の習得を行うこと。

· 各種個別業務マニュアル記載事項を習得させ、適切に業務が遂行できるよう充分な教育をすること。

· 要員の業務の理解度を把握し、理解の不足が生じないようにすること。

· 府の協力が必要な場合は、府に協力依頼し、その合意を得た上で実施すること。

・新たな業務が追加された場合や業務内容が変更となった場合は、その内容を理解し、適切に業務が遂行できるよう迅速、かつ十分な教育を行うこと。

・初期の教育とは別に、要員のスキルアップを目的とした教育について、以下の内容を満たした上で、適宜実施すること。

· 四半期に1回以上、委託業務遂行に必要となる専門的な知識について勉強会を実施し、要員のスキル向上に努めること。

· 勉強会の内容については、府への報告を行うこと。

· 各要員の習熟度を把握し、適切な教育を行うこと。

・その他要員のモチベーションを高めるための方策を具体的・継続的に講じること。


	（エ）ファシリティ整備業務

	業務概要
	ファシリティについては、原則、府は業務スペースと一部設備、什器類を提供する。受託事業者は府の庁舎管理上の必要な手続きを行った上で、提供されたスペースに適切なファシリティ及び各種消耗品等を整備すること。

	業務要件
	・府が提供するもの

· 受託事業者の業務スペース（受託事業者占有部分）については、業務の遂行に必要な最小限のスペースを有償で提供するものとする。

· 業務遂行に必要な電気、水道、空調などは、その利用量に応じて受託事業者に有償で提供するものとする。

· その他、府が準備し、受託事業者に提供する主な設備・什器類については、下表の一覧に記す。

・受託事業者が準備するもの
· 要員用のパソコン、府庁内ウェブページへのアクセス専用パソコン、業務用の印刷機については、受託事業者が準備するものとする。

· 受託事業者が準備する主な設備、什器類は、下表の一覧に記す。

· その他府から提供するもの以外で業務遂行に必要な設備、什器類及び消耗品等については、受託事業者が準備すること。

· 各種設備工事等を実施する場合は、効果的かつ効率的な業務を実現するためのフロアレイアウトを検討し、府の承認を得た上でフロア設備工事及び設置作業を行うこと。

以下、主な各種物品の準備主体と費用負担先について一覧を記す。

No

設備、什器類

個数

準備主体と費用負担先
府が準備し、受託事業者に貸与するもの

受託事業者が準備するもの

1

電話機

一定数

○

○（別途必要な場合）

2

事務所内机

一定数

○

○（別途必要な場合）

3

事務所内椅子

一定数

○

○（別途必要な場合）

4

受付用机

一定数
○

○（別途必要な場合）

5

更衣ロッカー

一定数
○

○（別途必要な場合）

6

インターネット対応ＰＣ

必要数

○

7

FAXプリンタ

１
○

8

印刷機

１
○

※№１～５については、府が準備済みの一定数のほかは、受託事業者が準備すること。

  　なお、一定数については変動することがある。

	留意事項
	受託事業者は本契約が終了した場合（期間満了又は契約解除により契約が終了した場合を含む。）は、本業務に関し、提供を受けた施設、機器、資料等を遅滞なく府に返還しなければならない。なお、貸与又は提供されたものに、減失、毀損等の損害が生じた場合は、受託事業者は、その損害を賠償するとともに、施設については受託事業者の負担において原状に回復させること。


	（オ）業務の引継ぎ管理・試行運用業務

	業務概要
	受託事業者は、委託業務を円滑に引継ぎ、運営するために、必要な業務設計から試行運用までの全てについて、業務の引継ぎ管理を行う。また、業務の全ての検証を行うため、実際に要員を配置し、府と受託事業者が連携して本番を想定した試行運用を実施する。府は平成29年度までの受託事業者が必要な引継ぎを行うよう、適宜受託事業者間の調整を行う。

	業務要件
	・引継ぎ管理
· 府が示したスケジュールを踏まえ、効果的・効率的で実現可能な業務引継ぎスケジュールを作成すること。
· 作成したスケジュールに従い、委託業務の引継ぎが円滑に行われるよう管理を行うこと。
· 平成30年4月以降に委託業務を円滑に行えるよう、平成30年１月頃の契約締結後から２（ア）表(ⅰ)のNo.5以降の工程を行うこと。
· 平成29年度までの受託事業者や庁内関係課等の関係者の協力が必要な場合は、府に協力依頼し、関係者の合意を得た上で実施すること。
・試行運用
· 総括責任者は試行運用全般のマネジメントを行う。具体的な要件は以下のとおりとする。
· 試行運用の全体計画を策定し、府の承認を得ること。
· 策定した計画に沿って試行運用を行い、万一遅れが生じる場合は速やかに対応策を検討し府に報告すること。
· 試行運用による検証結果に基づき、抽出された課題に対する対策を検討すること。
· 処理する業務の全てを網羅的に実施することを想定し、委託する一連の事務処理を検証すること。具体的な要件は以下のとおりとする。
· 各業務で利用するマニュアル等の検証（業務処理マニュアルの検証、府職員との業務分担の確認等）
· 要員配置の妥当性の検証（業務量・業務の内容に対するスタッフの業務処理・対応時間を考慮した必要人数の確認）
· 委託業務の内容に係る、府職員から想定される問い合わせ等について、スタッフの対応の確認等を行う。

	留意事項
	平成33年1月以降において、業務を他の者に引継ぐ必要がある場合は、本契約期間中に引継ぎ期間を設け、円滑に業務の引継ぎを行わなければならない。


２　委託業務

委託業務を適切に運営するため、「１委託準備業務」の業務設計及び作成マニュアルに従い、以下の各種業務を行う。
研修企画決定等の最終的な判断を行う（裁量判断を伴う）業務（以下「コア業務」という。）については委託の対象外とするとともに、委託の対象となる業務については、その内容についてコア業務との明確な分割を行い委託対象とする。また、研修の対象とする職員は府職員とし、警察職員及び教員を除くものとする。
次の（ア）（イ）（ウ）の各業務については、人事・組織等に関する今後の制度改正等に伴い、平成30年度と平成31年度、平成31年度と平成32年度と比較し、業務比率や量が変動する場合がある。業務比率・量の変動に伴う業務間調整については、（ア）（イ）（ウ）の順に優先度合いを定めるものとし、可能な限り府の負担額の最少化を図るべく、受託事業者の提案を踏まえ、業務内容の精査を行うものとする。

	（ア）センター研修実施等業務

	業務概要
	受託事業者は、府の職員研修体系上、府職員として職務遂行上必要となる能力のうち、全庁的に共通する基本的能力及び専門的能力を養成することを目的として、人事局が実施するセンター研修（以下「センター研修」という。）に係る一連のサイクル（企画原案の提案、研修内容の決定補助、研修実施準備、研修当日運営、実施後の研修評価、評価を踏まえた次年度研修企画原案の提案）を行う。

	業務要件
	・センター研修に係る一連の業務を行うこと。

・平成30年度に実施する研修企画内容検討・準備については、受託事業者は下表(ⅰ)のNo.5以降の工程を平成29年度までの受託事業者とともに行うこと。

・平成33年度に実施する研修企画内容検討・準備については、受託事業者は下表(ⅰ)のNo.5以降の工程を平成33年度以降の受託事業者とともに行うこと。

以下に、業務フローと役割分担案を示す。

（ⅰ）次年度研修計画策定・準備業務フローと役割分担（案）

No

時期

工程(案)

役割分担(案)

受託事業者

府(人事課)

1

４月

・研修開始

・研修実施運営

・研修実施運営（受託事業者実施部分以外）

2

１０月

・次年度研修企画内容検討開始

・次年度研修企画原案の提案

3

１０

～
１２月

・次年度研修計画策定開始
・次年度研修企画内容検討の補助

・次年度研修計画原案の提案

・次年度研修企画内容検討

4

１２月末

・次年度研修企画内容仮決定（人事局内）

・次年度研修計画原案検討

5

１月～

・次年度研修実施準備開始

・次年度研修実施準備（講師の出講内諾調整等）

・次年度研修企画内容決定（庁内）の補助

・次年度研修計画案策定、提出

・次年度研修実施準備（受託事業者実施部分以外）
・次年度研修企画内容決定（庁内）

6

～３月

・次年度研修計画案検討、決定

7
原則４月

・次年度研修開始

・研修実施運営

・研修実施運営（受託事業者実施部分以外）

（ⅱ）個別研修実施業務フローと役割分担（案）
No

時期

工程(案)

役割分担(案)

受託事業者

府(人事課)

1

約９週前

・実施要領案等提出

・個別研修実施準備開始

・実施要領案等提出

・実施準備

（テキスト案の検討調整等）

・実施準備（受託事業者実施部分以外）

2

～約４週前

・実施要領案等検討

・実施準備

・実施要領案等検討の補助

・実施準備

（テキスト案等の検討調整等）

・実施要領案等検討

・実施準備

（受託事業者実施部分以外）

3

約４週前

・実施要領決定

・実施準備

・実施要領通知

（府実施部分以外）

・実施準備（講師出講依頼及び必要な調整）

・実施要領決定

・実施要領通知（総務事務システム等府職員の対応を要する部分）

・実施準備（受託事業者への必要な情報提供）

4

10営業日前
～

５営業日前
・テキスト案等検討・承認

・テキスト案等提出

・テキスト案等受取・印刷指示

5

５営業日前

・テキスト等印刷

・テキスト等印刷
・出講者へのテキスト等提供

・当日運営準備物作成に要する情報の提供

6

５営業日前

～

３営業日前
・当日運営準備、承認

・当日運営準備物作成、提出（司会メモ、出席簿、役割分担表等）

・当日運営準備物（司会メモ、出席簿、役割分担表等）受取

7

　当日

・当日運営

・当日運営

・当日運営補助（報道対応等府職員の対応を要する部分）

8

～14営業日後

・研修評価提出準備

・受講者アンケート結果集計、理解度テスト採点集計等

9

14営業日後

・研修評価提出

・研修評価提出

・出講者への研修評価提供

・受講者修了決定（総務事務システム等府職員の対応を要する部分）

※詳細はマニュアルにて別途定めるものとする。


	（イ）庁内研修実施サポート業務

	業務概要
	受託事業者は、府の職員研修体系上、センター研修以外の担当部署、部局、職場等が実施する研修実施への支援（研修企画・実施のノウハウ提供、講師紹介や庁内職員が出講する際の講義指導、受講希望者の取りまとめ、効果測定・アンケート集計等の支援等）や、職員個人の自主研修への支援（資格、試験やその対策講座等の案内・実施など府職員としてのキャリアや退職後のセカンドキャリア観形成に関する学習ツール・メニューの提供）などサポートを行う。

	業務要件
	・センター研修以外の研修実施への支援業務。

以下に、業務フローと役割分担案及び支援業務の一例を示す。

受託事業者から提案のあったサポート業務については、府と協議の上、行う。

（ⅰ）庁内研修実施サポート計画策定業務フローと役割分担（案）

No

時期

工程(案)

役割分担(案)

受託事業者
　府(実施担当部署等)

府(人事課)

1

４月～

・研修実施支援開始

・研修実施支援開始

・研修実施

2

２月

・次年度研修実施支援検討開始

・次年度支援に関する庁内照会

・次年度支援に関する照会回答

3

３月

・次年度支援計画案提出

・次年度研修実施支援準備

・次年度研修実施準備

・次年度支援計画案検討、承認

4
原則４月～

・次年度研修実施支援開始

・次年度研修実施支援開始

・次年度研修実施

（ⅱ）庁内研修実施サポート業務(例)
No

時期

部局・職場研修実施支援業務（例）

1

企画前

研修企画や実施のノウハウ提供、研修企画に合わせた講師の紹介

2

実施前

庁内講師への講義指導

3

当日

当日運営支援

4

実施後

効果測定、アンケート集計

（ⅲ）自主研修サポート業務(例)
　　　　職員の自主学習支援のための、時間外セミナーの実施、受託事業者所有サーバーで実施するe―ラーニングサイトの府職員へのＩＤ付与、その他学習教材の提供など


	（ウ）施設等管理運営業務

	業務概要
	受託事業者は、職員研修センターの利用調整、施設・備品や資料の管理や貸出し、庁内外向け情報案内（ホームページの作成・管理）など、施設設備等の管理運営業務を行う。

	業務要件
	・下表の施設等管理運営業務一覧のとおり、施設設備等の管理運営業務を行うこと。

No

業務

概要

1

日常管理

研修室の貸出準備、施設管理、問い合わせ対応、退庁時点検の実施、施錠・鍵返却

2

研修室年間利用予定調整

研修利用予定調整支援、利用予約管理

3

研修室・備品貸出管理

研修室・備品貸出受付、鍵受渡し

4

研修資料コーナー管理・閲覧・貸出

研修資料コーナー書籍・雑誌・ビデオ・ＤＶＤの管理等

5

貸与品等の管理

貸与品等の管理、不具合についての府への連絡

6

事務機器の設置・管理

コピー機、ＦＡＸなどの設置・管理

7

施設管理者との調整

施設管理者との各種調整等必要な対応

8

庁内外向け情報案内

研修センターホームページの作成・管理




３　運営管理

受託事業者は、次章「第3章サービス水準」で示すサービス水準を満たした業務運営を行うため、以下の運営管理を行う。
	（ア）各種管理統制

	業務概要
	業務の運営が円滑かつ効率的なものとなるように、運営に関わる事業計画（組織・人員計画）の企画立案と実績管理、リスク管理等、業務全体の管理統制を行う。

	業務要件
	・業務全体の事業計画（組織目標・予算編成・人員計画）の策定、実施管理を行うこと。

・業務全体の事業計画及びサービス水準の達成状況などの実績管理を行うこと。

・業務全体の運営に関するリスク管理を行い、リスク要因を未然に防ぐための対応策を検討すること。


	（イ）課題の把握と改善策の立案、実行

	業務概要
	業務遂行上の課題の把握・管理及び改善を必要とする場合の改善策を立案し、実行する。

	業務要件
	・業務遂行上の課題を把握すること。

・上記課題に対する解決策を立案し、実行すること。

・速やかな苦情・要望等報告（発生の都度、「苦情報告」としてその内容を報告）を行うこと。

・個人情報の漏えい及び重大なミスの発生など、業務実施に際し、事故が発生した場合のその内容の府への速やかな報告を行うこと。

・事故の真因を追究及び是正策の提示を行うこと。

・府との協力により、事故を解決すること。


	（ウ）各種報告

	業務概要
	業務要件に関する報告事項の取りまとめ及び報告書の作成を行い、定期、又は府から指示のあった時期に報告を行う。

	業務要件
	・以下についての府への報告と説明を行うこと。

· 業務実績

· 日々の研修準備・実施状況

· 業務に関する勉強会内容

· サービス水準の達成状況

· 運営上の各種課題、及び改善策等に関する事項

· 各種マニュアル・様式類の改訂内容等

・報告を行うための様式については、受託事業者が作成し、協議の上決定するものとする。

周期

報告内容

報告期限

日次報告

・日々の処理状況

協議の上決定

月次報告

・業務実績

・運営上の課題

・改善策の立案、提示

協議の上決定

四半期ごと報告

・業務実績報告書
・サービス水準の達成状況

協議の上決定

年次報告

・各種マニュアル、様式の更新

・業務実績報告書
協議の上決定

随時報告

・トラブル発生時の内容報告

・緊急の課題

・運営に関わる協議事項

協議の上決定




第３章　サービス水準
１　基本的考え方

本章は、本仕様書(案)で定める業務の遂行におけるサービス水準及びその評価方法等について示したものである。受託事業者は、次に係る提案に基づきサービス水準を満たすよう、最大限の努力を払わなければならない。

受託事業者は、

・サービス水準指標、サービス要求水準、サービス水準の評価方法、サービス要求水準の達成度ポイントの算定方法等
・本仕様書(案)別記「支払いに関する特記事項案」を参考としたサービス要求水準の達成度に応じた支払額の算定方法
・サービス要求水準の達成方法及び維持・向上策

を提案するものとする。

府は、受託事業者と協議の上、協議が整った内容に応じて、受託事業者に達成度ポイントに連動した契約金額を支払うものとする。

なお、サービス要求水準の達成度と連動した支払額は契約金額の範囲内とする。

２　サービス水準

（１）指標とサービス水準の概要

サービス水準の指標例とその概要について以下に示す。なお、指標には、（ア）サービス水準の達成度ポイント算定対象とすべきものと、（イ）事業者の意欲に応じてサービス水準の達成度ポイント算定対象とすることができるものを記載している。

	指標例
	指標設定の目的(案)
	サービス要求水準例
	測定サイクル

	（ア）サービス水準の達成度ポイント算定対象とすべきもの

	・提出期限等の遵守
	業務の正確性・納期遵守の担保
	納期遅延回数　

全体の５％未満
	四半期ごと

（年4回）

	・業務上のミス
	業務の正確性・信頼性の担保
	研修生名簿、修了決定案、研修室予約等の誤り

全体の１％未満
	

	（イ）事業者の意欲に応じてサービス水準の達成度ポイント算定対象とすることができるもの

	事業者の創意工夫
	・階層別研修の修了率の向上
	職員の受講意欲の向上
	90％以上
	四半期ごと

（年4回）

	
	・総合平均満足度の向上
	受講者アンケート結果に基づく、研修水準の維持、向上
	平成28年度総合平均満足度（4.1）以上であり、かつ15％以上向上した研修数が当該年度の全研修数の５％以上
	

	
	・無料セミナーの受講者数の増
	職員の自主学習の支援
	年10回以上の時間外無料セミナーを開催し、受講者数が平成28年度（708名）比1.2倍以上
	


（２）各指標例とサービス水準
以下、サービス水準の達成度ポイント算定に関わる指標について、その概要を述べる。
・指標の数値は受託事業者により四半期ごとに測定・管理し、その達成度について府に報告を行うこと。
・府に報告を行う際の様式については、受託事業者が作成し、協議の上、決定すること。
・下記におけるサービス水準の達成については、年間トータルでの平均値を算定し、その値を反映すること。
・以下のとおり、受託事業者に責任がないことが明白な場合は例外とし、指標測定の基準となる数値には加えない。

· 府の帰責事由による場合。

· 受託事業者以外の第三者の帰責事由による場合。

· 大規模な自然災害や、暴動などの不可抗力による場合。

· その他受託事業者に責任が無いことが明白な場合。

（ア）サービス水準の達成度ポイント算定対象とすべきもの

・提出期限等の遵守

各種提出期限等の遵守

受託事業者により作成したマニュアル記載の納期を基準とし、全提出物中、遅延した割合を５％未満（四半期ごと）とする。

　　　　・業務上のミス

　　　　　研修生名簿への反映もれ、修了決定案の作成誤り、研修室予約のダブルブッキングなどの業務上のミス

受託事業者により作成したマニュアル記載手順を誤り、同種の処理件数中ミスをした割合を１％未満（四半期ごと）とする。

（イ）事業者の意欲に応じてサービス水準の達成度ポイント算定対象とすることができる
もの
受託事業者による創意工夫により、契約金額の増額なく職員の能力向上に資する取組みを行うこととし、（ア）のポイントを補うことができるものとする。ただし、指標ごとの評価点の合計が10点を超える場合は10点とし、サービス要求水準の達成度と連動した支払額は契約金額の範囲内とする。下記のほか、受託事業者所有サーバーで実施するe―ラーニングサイトの府職員へのＩＤ付与件数やその他学習教材の提供件数など職員の自主学習の支援につながるものも対象とすることができる（内容については、府と協議を行うこととする）。

・階層別研修の修了率の向上

　各階層に応じて求められる基本的な知識や能力の習得、役割認識のために実施する階層別研修の修了率が、平成28年度の修了率と同水準以上とする。
・総合平均満足度の向上
　受講者アンケートによる研修内容評価指標の数値が、平成28年度の数値と同水準以上とする。

· アンケートについては平成29年度まで実施してきたアンケート結果と比較できるものを受託事業者が作成することも可能。その場合は、内容について府と協議の上、決定する。

・無料セミナーの受講者数の増

　職員の自主学習意欲の向上につながる内容の時間外無料セミナーを年10回以上開催し、受講者数が、平成28年度の受講者数と同水準以上とする。

（３）満たすべきサービス水準に達しない場合の勧告・契約の解除等
「（２）（ア）サービス水準の達成度ポイント算定対象とすべきもの」とした指標が本章に定められたサービス要求水準に達しない場合、府は受託事業者に対し原因の分析、課題の抽出、改善策の策定など必要な改善を勧告することができる。受託事業者は、府から勧告を受けた場合は直ちに改善措置を講じるとともに、その結果について府に書面で報告しなければならない。また、改善措置を講じる際に生じた各種負担は受託事業者が負担するものとする。

当該指標について、受託事業者の提案する期間の半分の期間（例えば３年間で提案する場合６四半期）連続して、要求水準に達しない場合、府は本契約を解除することができるものとする。

（４）サービス水準の評価方法案
サービス水準の評価・測定方法、達成度に応じた評価点換算方法、及びサービス要求水準の達成度ポイントの算定方法は、以下の案を参考として受託事業者が提案するものとする。ただし、指標ごとの評価点の合計が10点を超える場合は10点とし、サービス要求水準の達成度ポイントは100点を超えることはできない。

業務実績等を踏まえ、随時府と受託事業者双方協議の上、評価・測定方法の見直し、及び指標の追加・変更等を行うことも可能とする。


（ア）各指標の評価・測定方法と評価点換算方法の例

	指標名・評価・測定方法
	サービス

要求水準
	測定ｻｲｸﾙ
	サービス水準

達成区分
	評価点

	①提出期限等の遵守

（年間トータルでの平均値を反映）
	５%未満
	四半期
	5.0％未満

5.5％未満

6.0％未満

6.5％未満

6.5％以上
	5

4

3

2

1

	②業務上のミス
（年間トータルでの平均値を反映）
	１%未満
	四半期
	1.0％未満

1.25％未満

1.5％未満

1.75％未満

1.75％以上
	5

4

3

2

1

	③階層別研修の修了率の向上

（年間トータルでの修了率を反映）
	90％以上
	四半期
	90％以上
	1

	④総合平均満足度の向上

（年間トータルでの平均値を反映）
	4.1以上かつ15％以上向上した研修数が当該年度の全研修数の５％以上
	四半期
	4.1以上かつ15％以上向上研修数５％以上
	1

	⑤無料セミナーの受講者数の増
（年間トータルでの受講者数を反映）
	年10回以上の時間外無料セミナーを開催、受講者数が平成28年度比1.2倍以上
	四半期
	10回以上かつ受講者数1.2倍以上
	1

	評　価　点　合　計
	13


（イ）サービス要求水準の達成度ポイントの算定方法案

サービス要求水準の達成度ポイント(X)＝　評価点の合計　／　10（※）　×　100

※「（２）（ア）サービス水準の達成度ポイント算定対象とすべきもの」とした指標に係る評価点合計

・計算例：指標ごとの評価点の合計9点の場合（10点を超える場合は10点とする）
　　　　　9　／　10　×　100　＝　90点（サービス要求水準の達成度ポイント）
・ポイントの計算は小数点以下第2位以下の端数が生じる場合は、小数点以下第1位で切り捨てる等の算定ルールを設けるものとする。
・本仕様書(案)別記「支払いに関する特記事項案」を参考として、サービス要求水準の達成度ポイントに応じた支払率を提案すること。

（５）適用除外
受託事業者は、大規模な自然災害又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象であって、府、受託事業者いずれの責めにも帰さないもの（以下、「不可抗力」という。）により、本章（３）に示す満たすべきサービス水準に適合するサービスの提供ができなくなった場合は、府に対し、当該サービス水準達成の免除を申請することができる。この場合、受託事業者は当該事実の発生後、直ちに状況を府に通知しなければならない。

府は、前述の規定による受託事業者からの通知を受けた場合には、直ちに事実確認の調査を行い、当該サービス水準達成の免除申請に関する結果を受託事業者に対して通知する。この場合において、府が、本仕様書(案)に基づく受託事業者のサービス水準達成義務が不可抗力により履行不能となったと認めたときは、受託事業者の当該義務の適用を除外するものとする。

第４章　その他

１　セキュリティポリシー

（1） 入退室管理

受託事業者は、セキュリティ確保の観点から、入退室管理を適切に行うこと。

（2） 情報セキュリティ対策の実施

本業務の実施にあたっては、府の定める「情報セキュリティに関する基本要綱」を遵守し、業務上の秘密の保護に留意しなければならない。
２　納入成果物

　本業務における納入成果物を以下に記す。

（1） 委託準備業務完了時に提出するもの

・業務設計書、運営に関わる事業計画書
・業務実施体制図
・本業務に係る教育資料一式
・業務マニュアル一式（府が原案を提供したもの及び内容に変更を加えたもの）
・各種様式類（府との連携上必要なもの）

（2） 委託業務開始後に提出するもの

・業務実績報告書（四半期に一度、又は府から指示のあった時期に提出すること）
・その他業務マニュアル、各種様式類など、内容に変更が生じたもの（年度末に一度、又は府から指示のあった時期に提出すること）

個人情報や受託事業者の営業情報を含むものについては対象外とする。また、上記の納入成果物のほか、府と受託事業者との協議により業務の納入成果物として必要とされたものについても成果物として納入するものとする。

３　納入場所

　成果物の納入場所は、府の指定する場所とする。

４　留意事項

（1） 府施策との整合

（ア）関係法令の遵守

1 受託事業者は、業務の実施にあたり、関係法令（②を除く）を遵守すること。

2 受託事業者は、業務の実施にあたり、業務に従事する者の労働に関する権利を保障するため、次に掲げる法律のほか労働関係法令を遵守すること。

労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働組合法、男女雇用機会均等法、労
働者災害補償保険法、雇用保険法、健康保険法、厚生年金保険法、職業安定法
（イ）個人情報の保護

受託事業者が行う個人情報の取扱いについては、個人情報保護法、大阪府個人情報保護条例の趣旨に従い、厳密かつ適正に行うこと。

（ウ）府の事業への協力

府が実施する事業への支援・協力を、積極的に行うこと。

（エ）公正採用への対応

「大阪府公正採用選考人権啓発推進員設置要綱」又は「大阪労働局公正採用選考人権啓発推進員設置要綱」に基づき、一定規模の事業所において、「公正採用選考人権啓発推進員」を設置していない場合は、対応を行うこと。
（オ）人権研修の実施

受託事業者は、業務に従事するものが基本的人権について正しい認識をもって業務を遂行できるよう、適切に取り組むこと。

（2） 提案内容の遵守

提案内容に基づき、府と協議して定めた業務及び受託事業者として果たすべき責務について、誠実に履行すること。また、本仕様書(案)及び受託事業者の提出した提案資料双方を契約時に契約書類に添付することとする。ただし、本仕様書(案)における規定事項と提案内容に差異が生じた場合、そのどちらの内容を採用するかについては府が決定するものとする。
（3） モニタリングについて

府は、業務が本仕様書(案)で定める内容に適合していること又は定められた水準以上に業務が保たれていることを確認し、履行確認、質の維持・向上、効率化、府民に対する説明責任を果たすため、定期的にモニタリングを実施する。

受託事業者は、府が設定した「（ア）モニタリングの項目」の各評価項目の自己評価を半期ごとに実施し、評価結果を府へ報告する。

府は、立入検査や受託事業者へのヒアリングを行った上で、「（ア）モニタリングの項目」の評価項目ごとに、受託事業者が業務を適切に実施しているかについて、府担当課としての評価を半期ごとに実施する。

府担当課と受託事業者は、評価結果について双方で確認し、府担当課から大阪版市場化テスト対象業務モニタリング審議会への報告を行うとともに、業務の改善を実施する。

（ア）モニタリングの項目(必要に応じて適宜変更の可能性あり)

	モニタリング項目
	評価の視点（例示）※１
	自己

評価
	担当課の評価

	Ａ．基礎的項目（公共サービスの担い手としてふさわしい取組み・人材育成・個人情報保護・適正な手続き等の観点から評価する項目）　○、△、×の３段階で評価

	①適切な人員体制
	・事業実施に必要な人員確保・人員配置

・従事者への管理監督体制・責任体制
	
	

	②人材育成
	・従事者への教育・訓練内容（研修等）
	
	

	③安全管理体制・個人情報保護
	・事故の未然防止の取組み

・事故発生時の対応マニュアル・緊急連絡体制

・情報漏えい対策、セキュリティ対策
	
	

	④適正な手続き

（再委託等）
	・適正な手続の確認

・再委託先、再委託する業務内容、情報管理に関する問題の有無の確認
	
	

	⑤サービスの継続性・計画的運営
	・財務的状況

・職員定着度状況
	
	

	Ｂ．サービスの提供に関する項目（利用者の満足度・サービスの質の維持、向上等の観点から評価する項目）

　　⇒※業務ごとに具体的に設定するもの　☆、◎、○、△、×の５段階で評価

	①利用者の満足度調査
	・利用者の満足度調査

・調査結果のフィードバック

・身だしなみ、言葉遣い、利用者に対する説明（電話対応を含む）

・情報提供
	
	

	②サービスの質の維持・向上
	・業務水準の確保（外部化前との比較）

・業務履行の正確性、業務のチェック体制

・業務処理や課題解決の迅速性

・公平なサービス提供、対応

・官民比較の審議で重視した項目の達成状況

・利用者の利便性向上に向けた取組み

・利用者のクレーム、要望に対する対処状況
	
	

	③その他創意工夫
	・その他事業者による創意工夫等の取組み

・コスト削減についての取組み

・費用対効果向上の取組み
	
	


※１　評価を行うにあたり、事実関係等を確認するために必要なマニュアル等（例示）。

　　・業務マニュアル〔A①、B②〕

　　・組織図・体制図〔A①〕

　　・従事者へ研修記録〔A②〕

　　・安全管理マニュアル〔A③〕

　　・個人情報保護マニュアル〔A③〕

　　・運営に係る事業計画〔A⑤〕

　　・センター研修等実施状況報告書〔B①〕

　

（イ）モニタリングの実施時期等

　　　　上記（ア）以外の項目、実施時期、手法等については、府、受託事業者双方で協議の上、決定する。

（4） 業務量

本委託業務における業務量について、モニタリング結果資料を参考資料として示す。

（参照）大阪版市場化テスト　http://www.pref.osaka.lg.jp/gyokaku/sijouka/
５　書類作成要領

受託事業者を選定するため、応募提案に関する書類の作成について、以下のとおり定める。
（1） 書類作成方法

応募提案しようとする事業者（以下「提案事業者」という。）は、次の点を踏まえて書類を作成してください。

・使用する用紙は、表紙を含め各規定様式はＡ４縦、概要版はＡ３としてください。図面等補足資料についてはＡ３縦横とも使用可能ですが、横折り込みとしてください。

・横書き及びゴシック文字で作成してください。

　　・言語は日本語とし、正確に記述してください。

・様式第２号及び様式第３号は提案書全体の表紙として、様式第４号～様式第９号は各提案項目の表紙として添付してください。

・以下の（ア）応募書類の(ⅱ)～(ⅳ)の作成にあたっては、提案事業者が推定できるような記述は行わないでください。

　 
（ア）応募書類

(ⅰ)　応募申込書（様式第１号）【様式１：原本１部、コピー１０部】

代表者印を忘れずに押印してください。

　　　　


(ⅱ)　企画提案書【様式２～８：原本１部、コピー１０部】

原本（１部）には様式第２号を、コピー(10部)には様式第３号を企画提案書表紙として添付してください。

①概要版（様式指定なし）

様式第４号を概要版表紙として添付してください。
Ａ３用紙を使用し、２枚以内で、②～⑤の提案内容を要約してください。

②基本事項（様式指定なし・枚数制限なし）

様式第５号を基本事項表紙として添付してください。
	留意事項
	ｐ３、４の「２業務実施のねらい」、「３業務実施の目的と基本的な考え方」及び「４業務の基本的要件」をご覧の上、「基本事項（事業目的達成のための基本的考え方）」について、次の点に留意して、提案してください。
・業務のスムーズかつ安定的な実施のための要員確保、体制構築、要員教育等のための取組み

・委託業務に取り組むにあたって導入する民間のノウハウ
・業務運営の効率化（コストの削減等）のための取組み
・業務の質の維持・向上のための取組み

・研修の評価方法
アウトプット（研修数、受講者数）のほか、アウトカム（職員の能力向上）を図る手法
・個人情報や業務上の秘密の保護に留意し、業務を遂行するために取り組む情報セキュリティ対策
・委託準備業務から委託業務終了までの具体的な全体スケジュール


③業務実施における前提条件等（様式指定なし・枚数制限なし）

様式第６号を業務実施における前提条件等表紙として添付してください。
	留意事項
	ｐ６の「６前提条件」をご覧の上、「業務実施における前提条件等」について、次の点に留意して、提案してください。

・社内コンプライアンス体制の整備

・守秘義務及び資料等転用の禁止への取組み

全ての要員（業務従事後を含む）に遵守させる手法
・要員への指揮・命令・管理・監督及び指導・育成に係る考え方
・平時の責任体制、業務障害発生時・緊急時の対応策及び対応体制
・資料等の適正な保管方法


④業務実施（様式指定なし・枚数制限なし）

様式第７号を業務実施表紙として添付してください。
	a　委託準備業務

	留意事項
	ｐ７〜11の「１委託準備業務」をご覧の上、「準備業務」について、次の点に留意して、提案してください。

（ア）業務設計・マニュアル作成手順
（イ）業務実施体制構築・要員配置

・業務実施体制と要員配置（計画）
・配置する要員が備えるべきスキル等
・スタッフ定着度の向上に係る方策
・業務量に合わせた柔軟な調整を実現する要員配置方法

・業務体制に係る人件費とその積算
（ウ）要員教育
・要員教育の実施計画

・教育体制

・要員教育に係る経費とその積算
（エ）ファシリティ整備
・ファシリティ整備の実施計画
・ファシリティ整備に係る経費とその積算


	b　平成30年度研修企画原案

	留意事項
	ｐ12〜14の「２委託業務（ア）センター研修実施等業務」をご覧の上、平成30年度研修企画原案として、「（１）センター研修一覧」及び「（２）センター研修の個別研修カリキュラム及び講師案」について、次の点に留意して、提案してください。

（１）センター研修一覧

・一覧は表形式とし、適宜付番の上、研修名称、研修のねらい、研修対象者、実施時期、研修内容等（研修手法・研修内容）、講師等（想定される講師として、庁内とするか庁外とするか、庁外の場合は受託事業者で調達可能かどうか）、実施1回あたりの時間・日数・回数について提案すること（参考：「平成29年度職員研修計画（以下「29年度計画」という。）」ｐ６～13）

・参考資料及び府がホームページで提供している各種情報を適宜踏まえること

・29年度計画ｐ５の職員研修体系図を踏まえること

・29年度計画にある実施総研修数、対象者数、実施総日数は最低限、確保すること

・29年度計画ｐ11のNo.16の主査級昇任考査必須研修５研修を、平成30年度以降に昇任考査前に実施すること等に伴い、次の対象者を踏まえること

· 主査級昇任考査必須研修等　年間23回増（のべ対象者数年間約1,400名増）
（２）センター研修の個別研修カリキュラム及び講師案

・（１）に記載された個別の研修ごとのカリキュラム及び講師案（１研修あたりＡ４用紙２枚以内で提案内容を要約すること）

・（１）の付番、研修名称、研修のねらいを達成するポイント、カリキュラム（タイムテーブル）、研修対象者数、１回あたりの時間・日数・回数、講師候補者（最大第３位まで）の氏名、年齢、専門分野、簡単な経歴、所持資格、平成28・29年度の主な講師実績（民間企業や都道府県や政令指定都市等での実績は必ず記載すること）、再委託かどうか（受託事業者専属講師かどうか）を記載すること

・受講者アンケートの研修内容評価指標の数値は、講師の力量に大きく左右される。研修生の意欲を引きだし、実践につなげる演習を行える講師の提案を求めるもの

※なお、実際の平成30年度職員研修計画における職員研修体系図については変更があります。委託契約の締結までに行う具体的事業内容の協議の際に、両者間で決定するものとします。


	c　主査級職員対象の基礎的マネジメント力を強化する研修

	留意事項
	主査級職員対象の基礎的マネジメント力を強化する研修について、次の点に留意して、提案してください。

・組織構成の変化、過去の採用抑制等を受け、30 歳代職員におけるマネジメント機会が減っており、基礎的マネジメント力の低下が課題となっている。現在、主査級職員にリーダーシップの研修を実施しているものの、今後、質の高い行政サービスを安定的かつ持続的に提供していくためには、より充実した研修を実施し、早い段階でマネジメント力を身につける必要があり、提案を求めるもの（主査級等の職階については29年度計画ｐ５の職員研修体系図を参照）
· 目的案
主査級職員が基礎的なマネジメント力を身につける
· 想定対象者数

年間約330名
・「b平成30年度研修企画原案」の一部を構成し、適切に内容を連動・連携させること

・主査級昇任考査必須研修など主査級職員を対象とする研修（29年度計画ｐ６のNo.５等）と適切に内容を連動・連携させること
・研修目的に沿った内容・効果・講師選定・調達案（専門性、経験・実績、候補者数等）を示すこと
※主に本提案についてプレゼンテーションを行っていただきます。
※なお、実際の当該研修については変更があります。委託契約の締結までに行う具体的事業内容の協議の際に、両者間で決定するものとします。


　　　　　 　　　　　
	d　平成30年度庁内研修実施サポート計画原案

	留意事項
	ｐ14、15の「２委託業務（イ）庁内研修実施サポート業務」をご覧の上、「平成30年度庁内研修実施サポート計画原案」について、次の点に留意して、提案してください。

・基本的な考え方、スケジュール案、提供可能なサポートメニュー案を示すこと

・新規採用職員数は近年増えており、10 年前から比べると倍増となっていることから、職場における人材育成がより重要となっている。職員の自主学習のほか、職場での人材育成を支援する提案を求めるもの

・参考資料及び府がホームページで提供している各種情報を適宜踏まえること


	e　委託業務における業務量変動への対応案

	留意事項
	公務員制度改革などによる今後の制度改正等に伴い、「センター研修実施等業務」「庁内研修実施サポート業務」「施設等管理運営業務」に係る業務量が変動する場合の「委託業務における業務量変動への対応案」について、次の点に留意して、提案してください。
・業務量変動への基本的な考え方（円滑・柔軟な対応姿勢及び方針）
センター研修実施等業務
· 受講対象者の変更に伴う研修時期・手法・内容・講師に求めるもの・時間数・日数等の変動への対応
· 水準維持・向上手法

庁内研修実施サポート業務・施設等管理運営業務
· センター研修実施等業務の変動対応時における対応
· 水準維持・向上手法

・契約金額内における業務量変動の許容度合いと必要経費積算ルール案
・可能な限り府の負担額の最少化と得られる効果の最大化を図ること


⑤サービス水準（様式指定なし・枚数制限なし）

様式第８号をサービス水準表紙として添付してください。
	留意事項
	ｐ18〜22の「第３章サービス水準」、ｐ58の「支払いに関する特記事項案」をご覧の上、「サービス水準」について、次の点に留意して、提案してください。
（１）サービス水準の基本的な考え方
・指標及び指標設定の目的
· 「業務の正確性、納期遵守、信頼性」を担保するものであること
· 「受講意欲の向上」や「受講者の満足度（研修水準、研修効果）」を可能な限り担保するものであること

・サービス要求水準

・測定サイクル

（２）達成方法及びその維持・向上策等
・評価・測定方法

・評価点換算方法

・達成度ポイントの算定方法

・達成度に応じた支払額の算定方法
· 「支払率」がサービス要求水準の達成や維持、向上を促進するものとなっていること
・達成方法及びその維持・向上策

· 研修繁忙期である4月から9月までの提出物の遅延、ミス（誤字、落丁、修了決定案の誤り等）の防止策にふれること


(ⅲ)　応募金額提案書（様式指定なし・枚数制限なし）【様式９：原本１部、コピー１０部】
様式第９号を応募金額提案書表紙として添付してください。
今回の応募金額がそのまま契約金額となることはありません。
原本のみ法人名、代表者氏名及び所在地を記載し、代表者印を押印してください。(コピーには法人名、代表者氏名等の記載、押印はしないでください。)

	留意事項
	「応募金額」について、次の点に留意して、提案してください。
（１）本業務の運営に係る平成30年度から32年度までの３年間の費用総額(消費税及び地方消費税を含む)

・各年度の内訳を明記すること
・ｐ10、11の「（エ）ファシリティ整備業務」を確認の上、積算すること
・受託事業者占有部分の年間スペース使用料（光熱水費含む。約38.5㎡の場合、約1,233千円程度。）を含むこと

※年間スペース使用料の金額は一定条件のもとで算出したものであり、執務室の変更、フロアレイアウトの変更、使用料算定の根拠である建物価格等の変動や電気・上下水道の使用料等の変動などにより、実際に負担するときの金額と異なる場合があります。

（２）業務遂行のために配置する要員の人件費

・業務内容(役割)・単価・人数を含めて明記すること
・人件費単価については、最低賃金法を遵守すること
（３）委託業務における業務量変動への対応
・許容度合いに応じた必要経費の最大額・最小額・必要経費積算用単価設定が分かるように記載すること
（４）サービス水準達成状況に応じた支払い
・減額部分は記載しないこと
（５）業務実績、サービス水準、モニタリング結果等に応じスタッフへのモチベーションアップ策

・人件費加算を採用する場合は、経費積算ルールと積算用単価設定が分かるように記載すること


(ⅳ)　事業実績申告書【様式10：原本１部、コピー１０部】

様式第10号により、平成26年４月１日以降の類似業務に関する実績を作成してください。

	留意事項
	「事業実績申告書」について、以下のとおり、平成26年４月１日以降に実施した主なものについて、記載してください。また、別の用紙（様式指定なし）に、契約件名ごとの業務概要や実施年月などについて具体的に記述し、様式第10号の別紙として添付してください。
・地方公共団体の研修業務に係る包括外部委託の受託実績や類似業務の実績、または従事経験者の有無

・地方公共団体の研修業務の実績や類似業務の実績

・公的団体又は公共的団体の研修業務実績や類似業務の実績

・その他の研修業務実績や類似業務の実績


(ⅴ)　誓約書【様式11：原本１部】

様式第11号により誓約書を作成してください。
※共同企業体での応募の場合は上記の書類に加え、次の書類も作成してください。

　　  　　a　共同企業体届出書【様式12：原本１部】
　　  　　b　共同企業体協定書の写し【様式13：１部】

c　委任状　　　　　【様式14：原本１部】

　　  　　d　使用印鑑届　　　【様式15：原本１部】
（イ）　添付書類

(ⅰ)　定款又は寄付行為の写し【１部】原本証明をしてください。
(ⅱ)　法人登記簿謄本（全部事項証明書）【原本１部】発行日から３カ月以内のもの
(ⅲ)　納税証明書（未納がないことの証明）【原本各１部】発行日から３カ月以内の
もの

・大阪府の府税事務所が発行する府税（全税目）の納税証明書

ただし、大阪府内に事業所がない提案事業者は、本店を管轄する都道府県税事務所が発行するものに代えます。

・税務署が発行する消費税及び地方消費税の納税証明書
(ⅳ)　財務諸表の写し（最近１カ年のもの：半年決算の場合は２期分）【１部】

・貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書等。連結決算を実施している場合は、連結決算書についても提出してください。

(ⅴ)　事業報告書【１部】
(ⅵ)　「行政の福祉化」に関する報告書【様式16：原本１部】
様式第16号により「行政の福祉化」に関する報告書を作成してください。

①各種就労支援事業を活用して雇用した人数（雇用実績者数（雇用予定者数））

・原則として既存雇用としますが、雇用予定の場合も可とします。雇用予定の場合、速やかに雇用を行ってください（契約履行開始７カ月経過後に履行状況の確認を行います。なお、実際の雇用にあたり、活用予定のセンターの変更は可とします。）また、共同企業体にあっては、共同企業体全体で合計した数字を記述してください。

・常時雇用関係(１週間あたりの労働時間は30時間以上で、各種保険加入が条件)にある者を対象とし、臨時的又は一時的に雇用する者を除きます。

②就職困難者の就労支援について

・(一社)おおさか人材雇用開発人材センターへの加入は、平成29年８月21日現在とします。

※(一社)おおさか人材雇用開発人権センター（Ｃ－ＳＴＥＰ）は大阪府が実施する「就職困難者に対する就労支援事業」、「企業に対する支援学校等生徒の雇用支援事業」の補助事業者。

③障がい者の実雇用率について

・平成29年６月１日時点における法人・共同企業体の障がい者の実雇用率（共同企業体においては構成する法人の全て）を記載してください。

・障がい者の実雇用率については、小数点以下第３位を四捨五入したものを記述してください。

(ⅶ)  障がい者雇用率の達成及び維持に関する確約書【様式17：原本１部】

様式第17号により常時雇用労働者数が50人以上の事業主は、障がい者雇用率の達成・未達成に関わらず、障がい者雇用率の達成及び維持に関する確約書を作成してください。
当該業務の契約を締結する相手方につきましては、大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例第17条第１項の規定により、障がい者の雇用状況を報告していただく必要があります。

障がい者雇用率が未達成の相手方につきましては、障がい者の雇入れ計画を提出していただき、障がい者雇用率の達成に向けた取組みをしていただく必要があります。詳しくは、大阪府障がい者雇用促進センター（電話：０６－６３６０－９０７７・９０７８）にお問い合わせください。

(ⅷ)　公共職業安定所に提出している障害者雇用状況報告書の写し【１部】

・「障害者の雇用の促進等に関する法律」により事業主（常時雇用労働者数が50人以上）に義務化されている｢障害者雇用状況報告書（様式第６号）｣の写し

・本店所在地管轄の公共職業安定所に提出済で受付印のあるもの

（インターネットによる報告をした場合は、受付印は不要ですが、到達を確認できる書類を併せて提出してください。）

(ⅸ)　障がい者雇用状況報告書【様式18：原本１部】

様式第18号により公共職業安定所に提出義務のない事業所（常時雇用労働者数が50人未満の事業主）は、障がい者雇用状況報告書を「記入上の注意点」を参考の上、作成してください。

(ⅹ)　会社案内等法人の内容を記載した冊子（作成している場合）【１部】

※共同企業体での応募の場合は、構成するすべての法人について添付書類を提出してください。

（ウ）　質問票

質問がある場合は、様式第19号により作成してください。

６　様式集
応募提案に関する書類に使用する様式について、以下のとおり定める。

(様式第１号)
平成     年　　月　　日
「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」委託事業者選定
応募申込書

大阪府知事　様

　「『大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務』公募型プロポーザル方式による事業者選定公募要領」に記載の提出書類を添えて応募します。
	事業者

	法人(共同企業体)名
	

	代表者職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	所在地
	〒

	連絡窓口

	氏名（ふりがな）
	


	所属（部署名）
	

	役職
	

	所在地
	〒

	電話番号
（代表・直通）
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


　

 (様式第２号) 

大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

企画提案書表紙　（原本用）

法人(共同企業体)名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(様式第３号)
大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

企画提案書表紙　（コピー用）

　　　　　 (様式第４号)


大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

概要版表紙
 (様式第５号)


大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

基本事項表紙
(様式第６号)


大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

業務実施における前提条件等表紙
(様式第７号)


大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

業務実施表紙
　　 　(様式第８号)


大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

サービス水準表紙
(様式第９号)
大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

応募金額提案書表紙
(様式第10号)

大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

事業実績申告書
（平成26年４月１日以降の実績に限る）
	契約履行年月日


	契約件名
	契約金額（税込み）

(履行期間総額)
	発注者

	
	
	
	


上記については、事実と相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
注）別の用紙（様式指定なし）に、契約件名ごとの業務概要や実施年月などについて具体的に記述し、様式第10号の別紙として添付してください。
(様式第11号)
誓　　約　　書
　「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」公募型プロポーザル方式による事業者選定公募要領に規定する応募資格をすべて満たしていることを申告します。
必要な資格を満たしていないことが判明したときは、提案内容が失格となり、契約解除に伴う違約金の支払い、入札参加停止等の措置を受けても、異議を申し立てません。
大阪府知事　様

平成　　年　　月　　日
受託事業者　所在地



　商号又は名称



　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　
（共同企業体の場合は、代表企業が提出すること。）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(様式第12号)

共同企業体届出書

	代表構成員

	大阪府知事　様

「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」事業者選定に係る企画提案公募について、下記の者と合同で参加します。なお、参加にあたっては、代表構成員として各構成員を取りまとめ、大阪府に対する企画提案公募及び契約に係る一切の責任を負うものとします。
所在地　　　　

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



	構成員１

	大阪府知事　様

「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」事業者選定に係る企画提案公募について、本届出書記載のとおり合同で参加します。なお、参加にあたっては代表構成員と連帯して責任を負うものとします。
所在地　　　　

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



	構成員２

	大阪府知事　様

「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」事業者選定に係る企画提案公募について、本届出書記載のとおり合同で参加します。なお、参加にあたっては代表構成員と連帯して責任を負うものとします。
所在地　　　　

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




　(様式第13号) 

「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託」

共同企業体協定書

（目的）

第１条　当共同企業体は、大阪府が発注する「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」に係る業務委託（以下「本件業務委託」という。）を共同連帯して受託することを目的とする。

（名称）

第２条　当共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は、平成　　年　　月　　日に成立し、その存続期間は○年とする。ただし、この存続期間を経過しても当企業体に係る本件業務の請負契約の履行後６カ月を経過するまでの間は解散することができない。

２　前項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。

３　当企業体が大阪府との間で本件業務について契約できなかった場合には、当企業体は第1項の規定にかかわらず、大阪府が本件業務委託について他者と契約を締結した日に解散する。

（構成員の名称）

第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。（支店の場合は支店名）

　１　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　３　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　４　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　５　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者の名称）

第６条　当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は、本件業務委託の受託に関し、当企業体を代表して、次の権限を有するものとする。

（1） 発注者及び監督官庁等と折衝する権限

（2） 代表者の名義をもって事業者選定への応募提案、見積、契約の締結及び委託代金の請求並びに受領に関する権限

（3） 委託代金の受領に関する復代理人の選任についての権限

（4） 当企業体に属する財産を管理する権限

（5） その他本件業務に関して必要となる一切の事項を執行する権限

　　

（業務分担額）

第８条　各構成員の業務の分担は、別に定めるところによるものとする。

２　前項に規定する分担業務の価格については、次条に規定する運営委員会で定める。

（運営委員会）

第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本件業務委託の遂行に当るものとする。

（構成員の責任）

第10条　構成員は、本件業務委託の契約の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（構成員の経費の分配）

第11条　構成員はその分担業務の実施のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）

第12条　本件業務の履行中に発生した共通の経費等については、分担業務の価格の割合に応じて運営委員会で定めるものとする。

（構成員相互間の責任分担）

第13条　構成員がその分担業務に関し、大阪府、第三者又は他の構成員に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第14条　構成員は、大阪府及び他の構成員全員の承認がなければ、本協定書に基づく権利義務を第三者に譲渡することはできない。
（受託途中における構成員の脱退に対する措置）

第15条　構成員は、大阪府及び他の構成員全員の承認がなければ当企業体が本件業務委託を完成する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち受託途中において前項の規定により脱退した者がある場合は、大阪府の指示に従い本件業務委託を完成する。

（受託途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第16条　構成員のうちいずれかが受託途中において破産又は解散した場合は、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完成させるものとする。

（解散後のかし担保責任）

第17条　当企業体が解散した後においても、成果品につきかしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書の定めのない事項）

第18条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。

平成　　　年　　　月　　　日

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
(様式第14号)
（構成員が支店等である場合の代表者から支店長等への委任）

委任状
平成　　年　　月　　日

大阪府知事　様

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


代表者職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　
印

私儀 　　　　　　（職　氏名）　　　　　　　　 を代理人と定め、

「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」に係る委託契約に関し、下記の権限を委任いたします。

記

１　共同企業体結成に関する一切の件

２　共同企業体の代表構成員に権限を委任する件

３　委任期間　自：平成　　年　　月　　日　　至：平成　　年　　月　　日

（注）委任状の様式は自由であるので、この委任状でなくても良い。

(様式第15－1号)
（代表構成員が代表取締役の場合）
使用印鑑届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　大阪府知事　様
○○××共同企業体

　　　　　　　　代表構成員
所在地
商号又は名称　○○　株式会社

代表者氏名　代表取締役　△△　△△　（実印）
私は、下記の印鑑を「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」に関し、次の事項について使用したいのでお届けします。

　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　使用印鑑　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　１．応募提案、見積、契約の締結に関すること。

　　　２．保証金又は保証物の納付並びに還付請求及び領収について。

　　　３．委託代金の請求及び受領について。

　　　４．復代理人の選任に関する件。

（注意事項）

本届は企業体の代表構成員のみ提出することになります。

(様式第15－2号)
（代表構成員が受任者の場合）
使用印鑑届
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　大阪府知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　○○××共同企業体

代表構成員

所在地　

商号又は名称　　○○株式会社　△△支店

役職氏名　　△△支店長　□□　□□　　　（印）

私は、下記の印鑑を「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」に関し、次の事項について使用したいのでお届けします。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　使用印鑑

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　１．応募提案、見積、契約の締結に関すること。

　　　２．保証金又は保証物の納付並びに還付請求及び領収について。

　　　３．委託代金の請求及び受領について。

　　　４．復代理人の選任に関する件。

（注意事項）

本届は企業体の代表構成員のみ提出することになります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 (様式第16号)


府施策との整合
「行政の福祉化」に関する報告書

１　就職困難者の雇用・就労支援の実施

　　各種就労支援事業を活用して雇用した人数

	就労支援事業名
	雇用実績者数（雇用予定者数）

	地域就労支援センター
	　　　　　　　　 名（　　　　　名）

	障害者就業・生活支援センター
	　　　　　　     名（　　　　　名）

	大阪府母子家庭等就業・自立支援センター
	　　　　　　     名（　　　　　名）

	ホームレス自立支援センター
	　　　　　　     名（　　　　　名）

	地域若者サポートステーション
	　　　　　　     名（　　　　　名）

	生活困窮者自立支援機関
	　　　　　     　名（　　　　　名）


　　就職困難者の就労支援
	(一社)おおさか人材雇用開発人権センター

（Ｃ－ＳＴＥＰ）への加入
（平成２９年８月２１日現在）
	加入の有無　（　有　・　無　）


※就職困難者の雇用については、原則として平成２６年７月１日以降に雇用し、平成２９年７月３１日現在において雇用を継続しているもの(既存雇用)としますが、雇用予定の場合も可とします。雇用予定の場合、速やかに雇用を行ってください。（契約履行開始７カ月経過後に履行状況の確認を行います。なお、実際の雇用にあたり、活用予定のセンターの変更は可とします。）

※就職困難者の雇用は、常時雇用関係（１週間あたりの労働時間が３０時間以上で、各種保険加入を条件）にある者を対象とし、臨時的又は一時的に雇用する者を除きます。

※(一社)おおさか人材雇用開発人権センター（Ｃ－ＳＴＥＰ）は大阪府が実施する「就職困難者に対する就労支援事業」、「企業に対する支援学校等生徒の雇用支援事業」の補助事業者。

２　障がい者の実雇用率

　　　　　　　％（提案者名　　　　　　　　　　　　　　　　）（平成29年６月１日現在）

　　　　　　　％（提案者名　　　　　　　　　　　　　　　　）（平成29年６月１日現在）
　　　　　　　％（提案者名　　　　　　　　　　　　　　　　）（平成29年６月１日現在）
  (様式第17号)
府施策との整合
障がい者雇用率の達成及び維持に関する確約書

（障がい者雇用率を達成している場合）

弊社における平成２９年６月１日現在の障がい者の雇用状況につきましては、障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第１項に規定する障がい者雇用率を達成しております。

大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例の趣旨を踏まえ、引き続き障がい者に対する雇用機会の提供に努めます。

（障がい者雇用率を達成していない場合）

弊社における平成２９年６月１日現在の障がい者の雇用状況につきましては、障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第１項に規定する障がい者雇用率を達成していません。

今後、大阪府障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例の趣旨を踏まえ、障がい者雇用率の達成に努めます。

平成　　年　　月　　日

大阪府知事　様

　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印

(様式第18号)
（常用雇用労働者５０人未満の事業主用）

府施策との整合　　　　　  障がい者雇用状況報告書
                                                                     平成２９年６月１日現在
	Ａ
事
業
主
	（フリガナ）
事業所の所在地
	〒　　　　　　　　（電話番号）

	
	（フリガナ）
名　称
	

	
	（フリガナ）
代表者氏名
	（記名押印又は署名）

	
	事業の種類
	（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	Ｂ
雇用の状況
	区　　　　　分
	人　　数　　等

	
	1 　除外率
	　　　　　　　　　％

	
	2 　常用雇用労働者の数　
	　　　　　　　　　

	
	
	イ　常用雇用労働者の数（短時間労働者を除く）
	　　　　　　　　　人

	
	
	　ロ　短時間労働者の数
	　　　　　　　　　人

	
	
	　ハ　常用雇用労働者の数（イ＋ロ×０．５）
	　　　　　　　　　人

	
	
	　ニ　法定雇用障がい者数の算定の基礎となる労働者の数
	　　　　　　　　　人

	
	③
	常用雇用身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者の数

	
	
	ホ　重度身体障がい者の数（短時間労働者を除く）
	　　　　　　　　　人

	
	
	ヘ　重度身体障がい者以外の身体障がい者の数（短時間労働者を除く）
	                　人

	
	
	ト　重度身体障がい者である短時間労働者の数
	　　　　　　　　　人

	
	
	チ　重度身体障がい者以外の身体障がい者である短時間労働者の数
	　　　　　　　　　人

	
	
	リ　身体障がい者の数　 (ホ×２＋へ＋ト＋チ×０．５）
	                　人

	
	
	ヌ　重度知的障がい者の数（短時間労働者を除く）
	                　人

	
	
	ル　重度知的障がい者以外の知的障がい者の数（短時間労働者を除く）
	                　人

	
	
	ヲ　重度知的障がい者である短時間労働者の数
	　　　　　　　　　人

	
	
	ワ　重度知的障がい者以外の知的障がい者である短時間労働者の数
	　　　　　　　　　人

	
	
	カ　知的障がい者の数　(ヌ×２＋ル＋ヲ＋ワ×０．５）
	                　人

	
	
	ヨ　精神障がい者の数（短時間労働者を除く）
	                　人

	
	
	　タ　精神障がい者である短時間労働者の数
	　　　　　　　人

	
	
	レ　精神障がい者の数（ヨ＋タ×０．５）
	　　　　　　　人

	
	4   計　　　（ ③のリ ＋ ③のカ ＋③のレ ）
	                　人

	
	5 　実雇用率（ ④ ÷ ②のニ × １００ ）
	                　％

	備　考
	（支社、支店、営業所、工場、事務所等の場合）

本社の住所及び名称：


記載注意　 １　②ハ及びニ欄、③リ、カ及びレ欄並びに④欄には、小数点以下第１位まで記入すること。
２　⑤欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記入すること。

※この報告書は、当該企業に属する本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等毎に記入すること。(様式コピー可)

＊①の除外率を事業所（本社、支社、支店、営業所、工場、事務所等）毎に適用し、各事業所の④の雇用障がい者数を合計した人数を②のニの労働者を合計した人数で除した数値を事業主（企業全体）の雇用率とします。
（障がい者雇用状況報告書の記入上の注意点）

○　対象となる障がい者について

対象となる障がい者は、以下のいずれかに該当する労働者です。

（１）身体障がい者

原則として身体障害者福祉法に規定する身体障害者手帳の等級が１級から６級に該当する方及び７級の障がいを２以上重複して有する方です。重度身体障がい者とは、身体障害者手帳の等級が１級または２級とされる方及び３級の障がいを２以上重複して有する方です。

（２）知的障がい者

児童相談所、知的障害者福祉法第12条第1項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医（以下「判定機関等」といいます。）または障害者の雇用の促進等に関する法律第19条の障害者職業センターにより知的障害者と判定された方が対象です。重度知的障がい者とは、知的障がい者のうち知的障がいの程度が重いと判定された方です。

具体的には、次のいずれかの場合に、重度知的障がい者に該当します。

・療育手帳で程度が「Ａ」とされている方

 ・療育手帳の「Ａ」に相当する程度（特別障害者控除を受けられる程度等）とする判定書をもらっている方（上記の判定機関等による判定書が対象です。）

・障害者職業センターにより「重度知的障害者」と判定された方（障害者介助等助成金、特定求職者雇用開発助成金、職場適応訓練の適用等に当たって行なわれている「知的障害の程度が重い」範囲と同様の範囲で判定が行なわれます。）

（３）精神障がい者　　精神保健福祉手帳の交付を受けている方が対象です。

○　雇用障がい者数のカウントの方法について

（１）重度身体障がい者、重度知的障がい者である常用雇用労働者（１人につき身体障がい者または知的障がい者２人を雇用しているものとみなされます。）

（２）重度身体障がい者、重度知的障がい者である短時間労働者（身体障がい者または知的障がい者１人を雇用しているものとみなされます。）

（３）身体障がい者、知的障がい者または精神障がい者である短時間労働者（それぞれ０．５人を雇用しているものとみなされます。）

○　常用雇用労働者の範囲

　　　

以下の労働者については、取扱いにご留意ください。

□ 　「出向中」の労働者は、原則として、その者が生計を維持するに必要な主たる賃金を受ける事業主の労働者として取り扱います。なお、いずれの事業主の労働者として取り扱うかの判断が困難な場合は、雇用保険の取扱いを行っている事業主の労働者として取り扱って差し支えありません。

□  外国にある支社、支店、出張所等に勤務している労働者は、日本国内の事業所から派遣されている場合に限り、その事業主の雇用する労働者とします。したがって、現地で採用している労働者は含みません。

□  生命保険会社の外務員等については、雇用保険の被保険者として取り扱われているかどうかによって判断してください。

□　 いわゆる登録型の派遣労働者の場合、契約期間に多少の日数の隔たりがあっても、同一の派遣元事業主と雇用契約を更新又は再契約して引き続き雇用されることが常態となっている場合には、常用雇用労働者に含まれる場合があります。
□　 65歳以上の労働者であっても、常用雇用労働者に含まれます。
(様式第19号)

大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務委託

公募型プロポーザル方式による事業者選定

質　問　票

	法人・共同企業体名
	

	担当者　所属・氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	E-mail
	


	質　問　内　容

	


（別記）
支払いに関する特記事項案

１．基本的考え方

この特記事項は、支払いに関し定めたものである。

業務に対する契約金額の全部又は一部については、サービス水準の達成度に連動して
支払うものとする。

２．各年度の支払限度額

平成29年度　　金０円

平成30年度　　金●●,●●●,●●●円（消費税及び地方消費税を含む）

平成31年度　　金●●,●●●,●●●円（消費税及び地方消費税を含む）

平成32年度　　金●●,●●●,●●●円（消費税及び地方消費税を含む）

　≪以下、応募提案の内容に応じて表の形式が変わる可能性があります。≫

３．各年度の支払限度額の内訳

（1） 管理的経費　（「（２）研修実績経費」を除く経費）

消費税及び地方消費税を含む（単位：円）
	年度
	区分
	合計金額

	29
	
	　　　         金0円

	30
	第1四半期　（4～6月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	第2四半期　（7～9月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	　第3四半期　（10～12月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	第4四半期　（1～3月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	平成30年度計
	金●●,●●●,●●●円

	31
	第1四半期　（4～6月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	第2四半期　（7～9月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	　第3四半期　（10～12月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	第4四半期　（1～3月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	平成31年度計
	金●●,●●●,●●●円

	32
	第1四半期　（4～6月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	第2四半期　（7～9月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	　第3四半期　（10～12月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	第4四半期　（1～3月）
	金●●,●●●,●●●円

	
	平成32年度計
	金●●,●●●,●●●円

	合計（１）
	金●●,●●●,●●●円


（2） 研修実績経費　(研修実施の実績に応じた積算が必要となる経費)

消費税及び地方消費税を含む（単位：円）

	年度
	区分
	合計金額

	29
	提案内容に応じ記載
	　       　　  金0円

	30
	
	金●●,●●●,●●●円

	31
	
	金●●,●●●,●●●円

	32
	
	金●●,●●●,●●●円

	合計（２）
	金●●,●●●,●●●円


事業実施実績に応じて積算根拠A、Bに基づき積算の上、●半期ごとに支払う。




４．支払額（補正額）

当該年度におけるサービス要求水準の達成度に応じ、当該年度の「支払額（補正額）」を定める。

【各年度ごとの支払額（補正額）の算出式】

３（１）の規定に基づく当該年度の管理的経費支払合計額に３（２）の規定に基づく当該年度の研修実績経費支払合計額を加えたものに、「サービス要求水準の達成度ポイントの支払率への換算方法」により算出された支払率を乗じたものを当該年度の支払額（補正額）とし、当該年度の第４四半期の支払い時に補正分の支払い調整を行う。

消費税及び地方消費税を含む（単位：円）
	年度
	支払率
	合計金額　（３（１）＋３（２））×支払率

	30
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	31
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	32
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円

	
	●●％の場合
	金●●,●●●,●●●円


５．サービス要求水準の達成度に応じた支払額の算定方法

サービス要求水準の達成度の評価については、サービス要求水準の達成度に応じ、0～100ポイントのサービス要求水準の達成度ポイントを算定することとする。サービス要求水準の達成度ポイントの算定にあたっては、事業者の提案に基づき府と事業者協議の上、以下のとおり「サービス要求水準の達成度ポイントの支払率への換算方法」を定めるものとする。
（サービス要求水準の達成度ポイントの支払率への換算方法）

	サービス要求水準の達成度ポイント（X）
	支払率（Y）

	　　　　　X　＜　●●
	●●％

	●●　≦　X　＜　●●
	●●％

	●●　≦　X　≦　100
	100％


記載の数値等は、あくまで例。





事務局使用欄


（提案事業者は記載しないでください）
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（提案事業者は記載しないでください）
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（提案事業者は記載しないでください）
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（提案事業者は記載しないでください）
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常用雇用労働者とは、次のように１年を超えて雇用される者（見込みを含みます。）をいいます。そのうち、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満である短時間労働者については、１人をもって0.5人の労働者とみなされます。なお、１週間の所定労働時間が20時間未満の方については、障がい者雇用率制度上の常用雇用労働者の範囲には含まれません。


（１）雇用期間の定めのない労働者


（２） 一定期間（１か月、６か月等）を定めて雇用される者であっても、その雇用期間が反復更新されて事実上（１）と同一状態にあると認められるもの


（３）日々雇用される者であっても、雇用契約が日々更新されて事実上（１）と同様の状態にあると認められるもの





事務局使用欄


（提案事業者は記載しないでください）
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積算根拠A（乙が提案し、甲乙協議の上、定めるもの）


乙招へい講師＜乙により複数の候補から講師選定を行う場合＞の招へいの際、支払う基準。


・1研修実施あたり●日あたりの●●費用：金●●円（消費税及び地方消費税を含む）、複数日程の実施にあたっては、……








積算根拠B（甲が予め定めるもの）


甲指定講師＜研修目的等から講師候補者が1名である場合＞を招へいの際、支払う基準。


「講師謝礼基準」


謝礼


区分�
職�
講義（円）


1時間当たり�
講演（円）


1回当たり�
�
A�
大学学長�
１１，０００�
５６，０００�
�
B�
弁護士、評論家、コンサルタント、会社団体の長�
８，５００～


１１，０００�
４５，０００～


５６，０００�
�
C�
大学教授、国官庁局・部長級�
９，０００�
５６，０００�
�
D�
大学助教授、国官庁課長級、他府県部局長級、会社団体の役員�
８，５００�
４５，０００�
�
E�
大学講師、国官庁課長代理級、他府県課長級、会社団体の上級管理職�
７，０００�
３４，０００�
�
F�
大学助手、高校教諭、国官庁係長級、他府県課長補佐級、会社団体のその他職員�
５，０００�
２２，０００�
�
　ア　上記基準によりがたい講師（著名人等）の場合は、その都度定める。


　イ　近隣府県在住の講師については、下記の額を謝礼に加算する。


　近隣府県�
加算額（1日につき）（円）�
�
兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県�
１，０００�
�
旅費


　　上記イ以外の都道府県から招へいする講師については、証人等の実費弁償に関する条例（昭和40年大阪府条例第39号）に従い別途招へい旅費を支払う。








【補足】「積算根拠B①謝礼」について（平成29年度現在の状況）


※記載額は支払上限額の目安として取り扱っており、実際の支払額は、講師所属団体での取決め等が定められている場合は、取決め等を優先している。また、講演・講義の別は研修実施場所のキャパシティにより決定している。
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